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賀詞交歓会あいさつ（要旨）

　　社団法人  日本内燃力発電設備協会� 会長　吉田　藤夫　　
　昨年は、東日本大震災という未曽有の大災害が発
生し、地震と津波による被害からの復旧･復興活動
と併せて、原発事故の収束に向けて明け暮れた大変
な一年でした。今年は、一刻も早く被災地の再建が
十分に進むとともに、また希望に満ちた良い一年に
なってほしいと心より念願しております。
　さて、新年年頭にあたり、２点申し上げます。
　第１点は、当協会の事業活動の状況についてです。
厳しい経済環境下にありますが、当協会の事業は全
体的に順調に推移しております。昨年12月末現在、
事業収入は、前年度の同じ時期に比べ18％増で、大
きな伸びを示しました。特に製品認証事業の収入が
大きく伸び、中でも、可搬形発電設備の適合マーク
発行枚数は昨年度に比べ２倍近くにまで大幅に増え
ました。ただし、可搬形の大きな増加は、オフロー
ド法の排出ガス２次規制の適用が昨年６月末までで
あったものが、震災により適用期限が半年間延長さ
れたことで、駆込み需要があったことによるものと
みられます。従って、その適用期限が切れる今年１
月以降の収入実績がどうなるのかが、今後の推移を
占う重要な点と思われます。
　第２点は、公益法人改革についてです。
　昨年９月末に一般社団法人への移行認可申請書を
内閣府宛に提出いたしました。平成21年５月の総会
で非営利型の一般社団法人に進む旨の決定がなされ
て以来、計画的に準備を進め、昨年５月の総会で定
款変更案や公益目的支出計画等について最終承認を
いただき、９月末に予定どおり申請いたしました。
現在、内閣府で審査中であり、私どもとしては、認
可がおりたならば、今年４月１日付けでの登記及び
新法人移行を希望しております。

  最後に、この度の大震
災をはじめ、台風や集中
豪雨などの自然災害及び
火災により、多大な被害
が発生しています。この
ような災害への備えとし
ては、安全対策や防災対
策の構築に向けた不断の
努力が必要です。会員の
皆様とともに、関係省庁
のご指導のもと、自家発電設備に係る保安確保の強
化を図るという当協会の使命を踏まえ、引き続き、
その取り組みを強めて参る所存です。当協会は国際
標準ガイド65による認定を受けた製品認証機関であ
り、また消防法施行規則に基づく総務相の登録認定
機関です。今後も権威ある製品認証機関として、こ
の認証事業を誠実にかつ適切に行い、自家発電設備
の品質性能の確保、安全性･信頼性の向上に努めて
いく所存です。
　併せて、自家発電設備を取り扱う専門技術者の育
成、関係する民間規格基準の整備、技術的課題を解
決するための調査研究、サービス向上の一環として
の情報発信などにも注力するなど、今後も自家発電
設備の保安体制を確保するための中核的な団体とし
て、頑張って参ります。とにもかくにも、当協会が
会員の皆様にとりまして、お役に立つ価値ある存在
となるよう、今年も精一杯頑張って参ります。
　会員の皆様のご発展･ご隆盛をお祈りするととも
に、ご列席の皆様のご健勝をお祈りいたしまして、
新年のご挨拶と代えさせていただきます。今年もよ
ろしくお願い申し上げます。

内発協の平成24年新年賀詞交歓会の会場
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経済産業省　原子力安全・保安院
電力安全課長　村上　博之　氏

国土交通省　住宅局建築指導課
企画専門官　今村　敬　氏

総務省消防庁　予防課
設備専門官　守谷　謙一　氏

　新聞報道によれば、昨
年は震度５弱の地震が過
去最多となる68回も発生
するなど、自然災害の多
い一年でした。
　震災による福島原発事
故以降、定期補修後の原
子力発電所は再稼働が容
認されない状況にあり、
現在、保安院では原子力
発電所においてストレス
テストを審査中です。しかし、審査後の再稼働につ
いては未だにめどが立っておりません。
　それに伴い、電力需給の逼迫が懸念される都市部
では原子力発電の代替施設として、火力発電に対す
る期待が非常に高まっております。特に関西や九州
地方では非常用自家発電装置をピークカット用とし
て転用できないかという声が高まっております。
　保安院では、転用を安全に進めるため、関係通知
を産業保安監督署宛に送付しました。４月１日付け
で保安院では、原子力関係が環境省へ、残りの産業
保安関係部局が商務流通グループへと移行が図られ
ますが、引き続き、電気事業の安全確保という業務
の遂行にあたり、皆様のご支援・ご協力を賜りたい
と思います。最後に、今年は辰年ですので、より高
いところを目ざして業界の大いなるご発展とご参集
された皆様の一層のご健勝を祈念して、ご挨拶に代
えさせていただきます。

　皆様、明けましておめ
でとうございます。本日は
お招きいただきまして誠に
ありがとうございます。挨
拶に先立ちまして、先の
震災または台風など、昨
年はいろいろとありました
が、被災された方々には
深くお見舞い申し上げま
すとともに、復旧・復興に
向けて努力していただい
ている方々に対して心より感謝申し上げたいと思いま
す。
　貴協会におかれましては、内燃力発電設備の規格・
基準作成及び普及ということで、建築住宅行政にとっ
ても深い関係があり、ご支援、ご協力をいただいてい
ることに感謝を申し上げます。
　私たち住宅局というところは、住宅だけでなく建
築全般を取り扱っております。私の所属している建
築指導課では建築基準法を扱っており、住宅のみな
らず非住宅も含めて建築住宅行政を推進していま
す。住宅関連では省エネといわれて久しく、環境問
題の議論がさらに活発になっており、ゼロエネル
ギーなどに向けた、または高齢化社会の到来を控え
て住宅行政として医療や介護と連携した高齢者住宅
のサポートについて取り組みを進めており、内需主
導の景気回復という形で努力しております。
　建築指導課におきましては建築行政ということ
で、昨年は震災で特に津波の被害が多かったことを
受け、津波のガイドラインなどを検討し、それを提
示しました。また、震災の際には、昔は建物自体が
弱かった時代には目立たなかったような天井落下や
ＮＨＫニュースでも報道されていたエスカレーター
の落下など、建物自体の倒壊というより設備や天井
といった、非構造部材が落下したこともクローズ
アップされました。現在、それらに関した指針や基
準作りに向けて急ピッチで作業しているところです。
　また、建築基準法体系勉強会というものを非公開
で行っていますが、現行の分かり難い建築基準法を
分かり易いものに整理するための議論を腰を据えて
進めております。今年度中に勉強会の議論をまとめ
まして、来年度は実務者の方々からご意見を伺いな
がら具体的な見直しに向けた検討を進めて参りたい
と思います。
　貴協会からは、常用防災兼用発電設備の設置の推
進、また非常用発電設備の出力計算プログラムの活
用、定期検査において貴協会の資格制度である自家
用発電設備専門技術者の活用などについて要望もい
ただいております。
　最後になりましたが、貴協会のますますのご発展と、
新しい年が皆様にとって素晴らしい一年になりますよ
う祈念いたしまして、ご挨拶とさせていただきます。

皆様と一緒に、さらに安心・安全な社会が実現でき
るように取り組んでまいりたいと思っております。
何卒よろしくお願いいたします。
　最後に、皆様のご健康、各社の今後のご発展を祈
念しまして、ご挨拶とさせていただきます。

　あけましておめでとう
ございます。総務省・消
防庁予防課の設備専門官
をしております守谷謙一
と申します。
　昨年は、自然災害の相
次いだ年でございまして、
３月の東日本大震災、そ
の後、秋には紀伊半島を
初めとして水害などがあ
りまして、非常に自然の
脅威というものを感じさせられた年でございました。
特に東日本大震災では２万９千名を超える方々がお
亡くなりになり、または行方不明になっているとい
う状況の中で、今でも避難生活を余儀なくされてい
る方がいらっしゃるということにつきましては、こ
の場を借りて、お見舞いを申しあげます。
　さて、東日本大震災の中で、原発事故の関係で、
特に自家発電設備につきまして非常に高い関心が集
まった年でもございました。その中で、実際に使お
うとしたけれども使えなかった事例もあったように
も聞いております。そういった状況の中で、復旧・
復興に向けた皆様方のご尽力により、徐々に回復し
ていったという話も聞いております。
　今年につきましては、昨年の教訓を活かしまして、




